
消費者志向自主宣言のすすめ

消費者志向自主宣言で見出す、新しい企業価値

はじめての自主宣言ガイドブック



はじめに 世界中で持続可能な社会づくりの取組が加速するとともに、
生活者である消費者にも大きな変化が起きています。
消費者が、人、環境や社会に配慮したビジネスを行っている事業者
の商品を購入する「エシカル消費」が注目されるとともに、就職や
転職活動においても、事業者のこうした取組を考慮する傾向が見ら
れます。また、投資先を選ぶ際には、環境、社会、ガバナンスの観
点を重視したESG投資も広まっています。
このような社会の変化に対応していくためには、事業者は消費者に
共感してもらうことを通じて、事業者の価値を高めていくことが重
要です。

このガイドブックはまさに事業者が消費者に寄り添い、より良い社
会の実現に向けて取り組む事業者の証である「消費者志向経営」を
自主宣言するための手引きです。
消費者志向自主宣言を通して、自社の社会における存在意義を見え
る化し、社会的な価値を高めつつ、一緒により良い社会の実現に向
けて取り組みませんか。

聞いたことあるけど、
正直、良くわからない

なんとなくわかるけど、
自社でできるのか

取り組みたいけど、
何から始めればいいの？

例えば、他社は
どんなことやってるの？

その他、消費者志向経営を知り、実践するための情報や提案にも
役立つヒントをまとめました。

？
？

？

例えばこんな方に･･･
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消費者志向経営のすすめ
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なぜ今、消費者志向経営が注目されるのか

消費者志向経営のすすめ

SNSや口コミサイトなどネット環境の進展
により、事業者に対する消費者の目がます
ます厳しくなっており、事業者は、消費者
からのフィードバックや評価をもとに、多
様なニーズに合った商品・サービスを的確
な手段やタイミングで提供しなければなり
ません。
また昨今は、CSR（企業の社会的責任）や
CSV（共有価値の創造）といった事業者の
社会貢献などに対しての関心が高まってい
るとともに、SDGs（持続可能な開発目
標）の達成に向けた取組も求められていま
す。

消費者は企業活動へ参画する役割も担うよ
うになり、事業者と消費者が共感しながら、
より良い未来を目指していくことが求めら
れます。

Chapter 1

消費者は、企業の社会貢献やサステナビリティな取組に
注目しています。
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普段の購入する商品は社会貢献に
熱心な企業のものを選んでいる

社会的な課題の解決を考えた
エシカル消費はこれからの時代に
必要だと思う

19.1％

51.8％

出典
※1：消費者庁：2019年 消費者意識基本調査「生活全般や消費生活における意識や行動」について（全国の15歳以上6,173名）
※2：消費者庁：2020年 エシカル消費に関する消費者意識調査（全国の16～65歳の一般消費者2,863名）

※1

※2

消費者の購買における意識

このような社会の変化に合わせて、事業者
においては消費者志向経営を意識すること
が非常に重要になってきました。



「共創・協働」とは、事業者が消費者との
双方向コミュニケーションにより、消費者
がわくわくする商品・サービス・体験を共
有し、消費者とのWIN-WINの関係になる
ことです。
このような関係を通して、事業者が地域や
社会の課題解決に寄与し、社会全体の持続
可能性を目指すことが、「社会価値」を向
上させる経営と言えます。

消費者志向経営とは

消費者志向経営のすすめ

消費者志向経営とは、「消費者」と
「共創・協働」して「社会価値」を向上さ
せる経営と定義されています。
ここでの「消費者」は現在の顧客に限定せ
ず、事業者が提供する商品・サービスを将
来利用する、又は関与する可能性のある主
体(自社従業員、取引先、地域住民など)す
べてを指しています。
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｢消費者」と「共創・協働」して、
｢社会価値」を向上させる経営のことです。

Chapter 1

社会価値の向上

安全・安心

サステナブル

人権 顧客満足

環境 エシカル消費

共創･協働事業者
消費者
自社従業員
取引先

地域住民など

etc...



消費者志向経営とサステナブル、SDGsの関連性について

消費者志向経営のすすめ

社会的に有用で安全・安心な商品やサービ
スを開発・提供し、消費者の満足と信頼を
獲得していかなければ、事業活動は継続で
きません。

そのためには、事業者は積極的に環境問題
への貢献、地域社会の活性化など、自社が
本業を通じてどのような社会を目指したい
のかを示し、消費者に共感してもらうこと
が必要になります。
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消費者志向経営は、社会的責任を意識した
サステナブルな取組です。

Chapter 1

そして目標とする社会を構築していくため
に事業者は自らの社会的責任を自覚して事
業活動を行う必要があります。

この未来につながる取組は国際的に取り組
んでいる持続可能な開発目標(SDGs)とも
関連深いものです。
消費者志向経営がサステナブルな取組と言
える理由がここにあります。



消費者志向経営の3つの活動

消費者志向経営のすすめ

消費者志向経営の活動は、
持続可能な社会へ貢献するための第一歩となります。

消費者志向経営を推進する消費者庁では、
消費者志向経営の活動を3つに分けていま
す。
1つ目は「みんなの声を聴き、かついかす
こと」
2つ目は「未来・次世代のために取り組む
こと」
3つ目は「法令の遵守／コーポレートガバ
ナンスの強化をすること」
です。
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消費者が保護され、事業者がリスクを軽減
する考え方を前提に、消費者は事業者と協
働し、事業者は社会価値を創出していくこ
とで、最終的な目的である「持続可能な社
会への貢献」につながっていきます。

Chapter 1

リスクの軽減 社会価値の創出

保
護

協
働

法令の遵守／
コーポレート
ガバナンスの
強化をすること

みんなの声を
聴き、かつ
いかすこと

未来・次世代の
ために

取り組むこと

事業者

消
費
者

持続可能な
社会への貢献



消費者志向経営は三方よしの経営

消費者志向経営のすすめ

消費者志向経営は、事業者、消費者、社会にとって
三方よしの経営と言えます。

消費者志向経営に取り組むことで事業者側
では、従業員のモチベーションアップやコ
ンプライアンス意識が高まり、その結果、
企業価値の向上といった効果が期待できま
す。

一方、消費者側では、より安全で安心でき
る高い品質の商品やサービスを受けられま
すし、消費者のニーズがより反映されるこ
とで、消費の満足度が高まり、生活の質を
高めることができます。
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事業者と消費者の相互の作用によって、事
業者側にはイノベーション創出や、健全な
市場育成に繋がり、消費も拡大し、最終的
に経済の好循環が生まれていくことになり
ます。

Chapter 1

社会的評価の
向上

新規顧客
獲得

コンプライ
アンス

意識の向上
消費者
トラブル
の減少

従業員の
モチベーション

アップ

高い品質の
商品やサービス

消費の
満足度向上 ニーズの反映

生活の質の
向上

消費拡大 経済の
好循環

健全な市場

消費者志向
経営

事業者消費者

社会 サステナブル
な社会
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Chapter 2 消費者志向経営の取組



消費者志向経営の取組

消費者志向経営の取組

広報活動で、
事業者の取組を広く発信しています。

消費者志向経営では、事業者へ消費者志向
自主宣言とその経営を継続していくための
フォローアップを行う活動を呼び掛け、取
組の普及を図っています。

自主宣言・フォローアップ活動を実施した
事業者については、取組内容を消費者庁の
ウェブサイト内にある推進組織のウェブ
ページに掲載する広報活動を行っています。
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Chapter 2Chapter 2

また、年に1度、消費者志向経営優良事例
表彰を行い、事業者の取組を消費者や社会
へ広く発信しています。

さらに、自主宣言をした事業者を対象に月
に1回程度、消費者志向経営に関する連絡
会を開催しています。
事業者同士等の情報交換を通して消費者志
向経営の輪の拡大を目的としています。

令和４年度 消費者志向経営優良事例表彰の様子。
写真右が受賞企業 ユニ・チャーム株式会社の
高原豪久 代表取締役 社長執行役員、
写真左が新井ゆたか 消費者庁長官。

優良事例表彰の様子



消費者志向経営推進組織とは

消費者志向経営の取組

消費者志向経営を
事業者の方々に広めていく活動を進めています。

2016年10月に、事業者団体、消費者団体、
行政が連携し、消費者志向経営推進組織が
発足しました。
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Chapter 2Chapter 2

事業者団体
 一般社団法人 日本経済団体連合会
 公益社団法人 経済同友会
 公益社団法人 消費者関連専門家会議（ACAP）
 一般社団法人 日本ヒーブ協議会

消費者団体
 一般社団法人 全国消費者団体連絡会
 公益社団法人 全国消費生活相談員協会
 公益社団法人 日本消費生活アドバイザー･

コンサルタント･相談員協会（NACS）

行政

消費者志向経営推進組織

この推進組織が主体となって、消費者志向
経営を全国の幅広い事業者の方々に広めて
いく活動を進めています。



消費者志向経営の始め方とポイント
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消費者志向経営の始め方

消費者志向経営の始め方とポイント

消費者志向経営のスタートは、
｢消費者志向自主宣言」をすることからです。

消費者志向経営の取組は、まずは「消費者
志向自主宣言」をすることから始まります。
あくまで各事業者それぞれの事情に応じて
行う自主的な取組であるため、様式やその
内容は様々です。

大きな目標でありながら、事業者にあわせた
非常に始めやすい取組です。
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また、一回の消費者志向自主宣言で終わる
のではなく、フォローアップ活動として取
組を見直し、改善する機会をつくる活動も
行っています。

Chapter 3



消費者志向自主宣言をすることのメリット

消費者志向経営の始め方とポイント

事業に直接影響する外部的メリットに加え、
社内の意識向上による内部的なメリットも大きいと言えます。

事業者が消費者志向自主宣言を行い、その
フォローアップの活動に取り組むことは、
自らの取組を消費者・社会に対して広く
情報発信する機会となります。

消費者志向自主宣言に共感する消費者を通
じて、社会的評価の向上や新規顧客獲得と
いった事業に直接影響する外部的メリット
が考えられます。
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また、自主宣言に共感する従業員の仕事に
対する誇りやモチベーションのアップにつ
ながるだけでなく、従業員などのコンプラ
イアンス意識の向上や、消費者トラブルの
減少にも寄与し、内部的な効果も期待でき
ます。
さらには、外部効果、内部効果の好循環が、
中長期的には持続的な企業価値の向上につ
ながります。

Chapter 3

外部的効果 内部的効果

消費者志向
自主宣言

 従業員の仕事に対
する誇り形成

 従業員のモチベー
ションアップ

 コンプライアンス
意識の向上

 消費者トラブルの
減少

 社会的評価の向上
 新規顧客獲得
 認知率の向上
 自社のファン形成
 他社との交流
 情報の取得

･･･等 ･･･等

持続的な企業価値の向上



15

消費者志向自主宣言および
フォローアップ活動の手順Chapter 4



自主宣言とフォローアップの流れ

消費者志向自主宣言およびフォローアップ活動の手順

自主宣言の手順はとても簡単です。

自主宣言の手順は簡単です。事業者が各事
業に合わせて自ら策定した目標を「自主宣
言」として、各事業者のウェブサイト等で
公表します。
自主宣言を掲載したウェブサイトのURLを
消費者志向経営推進組織のウェブサイトに
ある「自主宣言提出フォーム」に内容を記
載し、消費者志向経営推進組織へ提出しま
す。推進組織が不適当とする場合を除き、
提出された情報が事業者名と共に推進組織
のウェブページに掲載されます。
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Chapter 2Chapter 4

自社のウェブサイトがない場合は、電子媒
体(PDFファイル)による提出も受け付けて
います。

フォローアップ活動についても同様です。
自主宣言の内容に基づいて自社で取り組み、
その取組成果や改善内容などを、自社の
ウェブサイト等で、定期的(※)に公表します。
その取組成果や改善内容を「フォローアッ
プ提出フォーム」で提出します。 同様に提
出された情報が推進組織のウェブページに
掲載されます。

各事業者 推進組織

「自主宣言」を策定

宣言内容を
自社のWebサイトなどで公表

推進組織にフォームで報告

自主宣言の内容に基づいて
自社で取り組み

取組成果や改善内容を
自社のWebサイトなどで公表

推進組織にフォームで報告

推進組織のウェブページに掲載

推進組織のWebサイトで
消費者や他の事業者に広く発信

自
主
宣
言

フ
ォ
ロ
ー
ア
ッ
プ(※

)

(※) 原則1年以内ごと、長くても2年ごと



自主宣言における記載項目と内容

消費者志向自主宣言およびフォローアップ活動の手順

自主宣言を公表する際に必要な記載は
｢理念」と「取組方針」です。

まずは、自主宣言を策定し、各事業者の
ウェブサイト等で公表をします。
消費者志向経営を促進し、対外的に発信す
るために、自社の消費者志向経営に関する
理念、取組方針等を記述します。
記載方法については、特定の様式･字数制
限等ありませんので自由に記載ください。
なお、必ずしもこれらに捉われる必要はあ
りませんが、参考として消費者志向経営推
進組織のウェブサイトにある「消費者志向
自主宣言 ・フォローアップ活動について
PDF」の中に「消費者志向自主宣言のイ
メージ」のモデル案があります。
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■理念について
消費者志向経営についての考え方、目指す
ものを示します。
自社の状況に応じて、自主宣言に向けて新
たな理念を検討して作成、又は既に掲げて
いる企業理念等で消費者志向経営に関連す
るものを活用してももちろん構いません。
消費者志向自主宣言を行ったことがわかる
記載を入れて下さい。

■取組方針について
消費者志向経営の促進に向けて、現在の活
動や今後新たに取り組む予定の活動方針に
ついて、可能な範囲で具体的に作成します。
また、これまで取り組まれた具体的な活動
実績や、今後取り組む予定の活動内容につ
いての資料があれば添付します。

消費者志向自主宣言の記載に当たっては、
Chapter 5も参照してください。

モデル案

リンクまたは画像をクリックする
とウェブサイトが立ち上がります。
立ち上がらない場合はQRコード
を読み込んでください。

自主宣言で記載する内容

Chapter 2Chapter 4

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/consumer_oriented_management/propulsion_organization/index.html
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/consumer_oriented_management/propulsion_organization/assets/consumer_partnerships_cms101_211109_01.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/consumer_oriented_management/propulsion_organization/assets/consumer_partnerships_cms101_211109_01.pdf
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推進組織への提出とウェブページ掲載

消費者志向自主宣言およびフォローアップ活動の手順

公表後、提出フォームを記載して、推進組織に送れば
提出完了です。

自主宣言を公表したら、推進組織のウェブ
ページ上の提出フォームにて推進組織事務
局（消費者庁参事官（公益通報・協働担
当））に提出します。

記載項目は以下の3つです。
[必須]
① 自主宣言を掲載している自社のウェブサ

イト URL
② 事業者名、事業者窓口の方の所属･役職･

氏名･電話番号･E メールアドレス
[任意]
③これまで取り組まれた具体的な活動実績

や、今後取り組む予定の活動内容に関す
る資料がある場合のみ提出

原則、各月末までに届出があった自主宣言
について、翌月中に推進組織のウェブペー
ジに掲載します。

Chapter 2Chapter 4

リンクまたは画像をクリックする
とウェブサイトが立ち上がります。
立ち上がらない場合はQRコード
を読み込んでください。

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/consumer_oriented_management/propulsion_organization/form_001/
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/consumer_oriented_management/propulsion_organization/form_001/


フォローアップ活動の公表・提出について

消費者志向自主宣言およびフォローアップ活動の手順

自主宣言の内容に基づいて自社で取組を
行ったら、その取組成果や改善内容などを
まとめた「フォローアップ報告」を消費者
に向けて定期的（※）に自社ウェブサイト等
で公表します。
記載方法については、特定の様式･字数制
限等ありませんので自由に記載ください。

参考として消費者志向経営推進組織のウェ
ブサイトにある「消費者志向自主宣言 ・
フォローアップ活動についてPDF」の中に
「フォローアップ報告のイメージ」のモデ
ル案があります。

19

Chapter 2Chapter 4

自主宣言実施済の事業者はその取組の成果や内容を消費者に
公表します。

公表については以下の点に留意します。

① 消費者志向自主宣言に記載した取組方針
等に対する活動実績が分かるように記載
します。

② その取組の開始時期、現状の進捗報告と
ともに取組結果（取組前からの定性的・
定量的な変化等）等を消費者に対して分
かりやすく記載します。

リンクまたは画像をクリックする
とウェブサイトが立ち上がります。
立ち上がらない場合はQRコード
を読み込んでください。

※原則１年以内ごと、長くても２年ごと

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/consumer_oriented_management/propulsion_organization/index.html
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_research/consumer_oriented_management/propulsion_organization/assets/consumer_research_cms205_210610_02.pdf
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_research/consumer_oriented_management/propulsion_organization/assets/consumer_research_cms205_210610_02.pdf


フォローアップ活動の公表・提出について

消費者志向自主宣言およびフォローアップ活動の手順

フォローアップ報告を、推進組織のウェブ
ページ上の提出フォームにて推進組織事務
局に提出します。自主宣言の内容の変更を
する際は、併せて修正した自主宣言の文書
も提出します。

推進組織のウェブページでも、提出された
フォローアップ報告のURLや資料を随時掲
載します。

20

Chapter 2Chapter 4

推進組織事務局へ提出します。

リンクまたは画像をクリックする
とウェブサイトが立ち上がります。
立ち上がらない場合はQRコード
を読み込んでください。

https://form.caa.go.jp/input.php?select=1123
https://form.caa.go.jp/input.php?select=1123
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Chapter 5 どのような内容を自主宣言すればよいか



具体的な宣言内容の決め方

どのような内容を自主宣言すればよいか

普段行っていることを「見える化」するだけでも
理念になります。

自主宣言に向けて新たな理念を検討し、策
定してももちろん良いですが、企業理念、
企業倫理綱領、行動規範等において消費者
志向経営に関連するものを既に掲げている
場合は、それらを活用しても構いません。

また、企業理念などに掲げていなくても、
なぜ事業をしているのか、またどういう会
社になっていきたいのかが、まさに企業理
念になります。そして、その内容を「見え
る化」するだけでも宣言に値する理念にな
ります。

22
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見える化（＝明文化）することで、消費者
志向経営の理念を従業員や関係者と共有す
ることができます。それは従業員にとって
自社の強みや価値を知る機会になり、顧客
や取引先に対しても自信をもって商品や
サービスを提供することにつながります。
消費者にとっては商品やサービスの魅力が
よりわかりやすくなり、信頼感が増します。

つまり「見える化」することは、事業者と
消費者との間でWIN-WINの関係に繋がる
第一歩と言えます。



3つの活動から考える

どのような内容を自主宣言すればよいか

消費者志向経営の3つの活動から、
消費者と共感する社会価値を見つけることもできます。

どのような内容で宣言すればいいのか不安
な事業者は、推進組織のウェブサイトに掲
載している自主宣言 のモデル案を参考にす
ることもできます。

また消費者志向経営の3つの活動である
「みんなの声を聴き、かついかすこと」
「未来・次世代のために取り組むこと」
「法令の遵守/コーポレートガバナンスの強
化をすること」の項目に合わせて考えてい
くことも可能です。
すべてを踏まえる必要はなく、状況に合わ
せてカスタマイズして使用できます。

23

消費者と共感する社会価値
～今の世代から未来の世代まで～

事業者が消費者目線で

法令の遵守／コーポレート
ガバナンスの強化をすること

みんなの声を聴き、かつ
いかすこと

未来・次世代のために
取り組むこと

(例)
 消費者や社会の要望を踏まえた改善・

開発
 従業員の積極的活動
 消費者への情報提供の充実と双方向の

情報交換

(例)
 持続可能な社会の実現に向けた取組
 消費者や社会の要望を踏まえた改善・

開発
 消費者への情報提供の充実と双方向の

情報交換

(例)
 経営のトップのコミットメント
 コーポレートガバナンスの確保
 従業員の積極的活動
 事業関連部門と品質保証･消費者関連

部門･コンプライアンス部門等との有
機的連携

 消費者への情報提供の充実と双方向
の情報交換

Chapter 5

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/consumer_oriented_management/propulsion_organization/assets/consumer_partnerships_cms101_211109_01.pdf


チェックシートを活用してみよう

どのような内容を自主宣言すればよいか

自社の現状点検、活動計画の策定、活動の推進に活用できる
チェックシートを用意しています。

推進組織では、消費者志向経営に活用でき
る「チェックシート」を用意しています。

事業者の取組が消費者志向経営に当ては
まっているか、または足りない点があるか
など、チェックシートを用いて、現状点検、
活動計画の策定・推進ができます。

24
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チェック項目は、自主宣言の「前」に各事
業者の状況を簡易的に理解できる「必須項
目」と、自主宣言「後」も活用できる「推
奨項目」に分かれています。



チェックシートを活用してみよう

どのような内容を自主宣言すればよいか

1. 理念/推進体制の構築
1 自社の理念・目的(志)が定められていますか。

2
設問1の理念・目的(志)について、社内(従業員)に対して明確に示して
いますか。
※社内(従業員)への示し方の例：企業理念やビジョン・ミッション、スローガン、
行動憲章、指針、規範、企業の経営方針、事業の計画への反映

2. 消費者志向経営戦略
の策定(Plan) 3

理念・目的(志)は、社会を良くすることにつながっていますか。
※社会の事柄・課題の例：人々の不便な暮らし、生活にまつわる事故、健康寿命
延伸、地域活性、環境問題

4
社会を良くすることについて、未来・次世代のことを考えたものに
なっていますか。
※未来・次世代の例：SDGsの取組,子供たちのための取組等

5
社会を良くすることについて、何らか数値目標を設定していますか。
※目標の例：社会を良くすることを意識した商品・サービスの売上数や売上高、
商品・サービスを通じた環境負荷の低減

3. 戦略の実行(Do)
消費者・取引先との
取組 6

消費者・取引先が自社の製品・サービスを安全に、安心して利用でき
るように取り組んでいますか。
※取組の例：品質・検査部門の設置、商品出荷前の検査の義務化、サービス提供
前の第三者チェック

7
商品・サービスについて、消費者・取引先の声を聴く取組を行ってい
ますか。
※例：お客様対応窓口の設置、取引先の問合せ窓口となる担当者や部署の設置

8 消費者・取引先からの声を、商品・サービスの開発・改善等にいかし
ていますか。

9 自社の製品・サービスは社会を良くすることにつながっていますか。

4. 評価・改善
(Check・Action) 10 設問5の目標値について、達成状況を把握していますか。

6. 法令遵守/コーポレー
トガバナンス 11

法令を遵守していますか。
※消費者関連法規について：消費者庁の法律・制度について知りたい 消費者庁を
参照。

12 コーポレートガバナンスの強化に向けた取組を行っていますか。

チェックシート①必須項目

Chapter 5
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チェックシートを活用してみよう

どのような内容を自主宣言すればよいか

チェックシート②推奨項目

1. 理念/推進体制の構築
13 設問1の理念・目的(志)を推進するに当たり、経営トップが責任者とし

て積極的に関わっていますか。

14
設問1の理念・目的(志)について、社外に対して明確に示していますか。
※取組の例：広報の設置、統合報告書等開示資料、ホームページ、パンフレット、
営業資料、名刺、CM、新聞、チラシ、顧客が自社に来訪したときに見られるポス
ターや看板への掲載など

15 設問1の理念・目的(志)を推進するに当たり、担当者の設置や組織体制
の整備を行っていますか。

2. 消費者志向経営戦略
の策定(Plan) 16

自社が関わっている消費者・取引先以外の関係者（ステークホル
ダー）に配慮していますか。
※ステークホルダーの例：株主・投資家、地域社会、NPO・NGO・業界団体、将
来世代

17 設問5の目標値の達成に向けて、具体的に何をするのかが明確になって
いますか。

3. 戦略の実行(Do)
消費者・取引先との取
組 18 子供、高齢者、外国人、心身の障がい者等、配慮が必要な消費者・取

引先のための取組をしていますか。

19
未来・次世代のために取り組んでいますか。又は今後取り組む予定で
すか。
※未来・次世代の例：SDGsの取組,子供たちのための取組等

4. 評価・改善
(Check・Action) 20 目標値に対する進捗や実績を踏まえて、取組の見直しや改善をしてい

ますか。

5. ストーリーの独自性
21

設問17の取組について、自社の強みをいかしたものになっていますか。
※自社の強みの例：独自の技術やアイデア、専門性を有した人材、社外ネット
ワーク等

Chapter 5
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参考情報Chapter 6



取組の具体例

参考情報

消費者志向経営の好取組事例を紹介します。

アスクル株式会社（代表事業者）、
アース製薬株式会社、オルビス株式会社、江崎グリコ株式会社、
花王グループカスタマーマーケティング株式会社、シオノギヘルスケア株式会社、
株式会社スタイリングライフ・ホールディングス BCL カンパニー、
スリーエムジャパン株式会社、株式会社生活の木、第一三共ヘルスケア株式会社、
日本ロレアル株式会社、ネスレ日本株式会社ネスレピュリナペットケア、
ピップ株式会社、株式会社ファンケル、株式会社フローフシ、株式会社ペリカン石鹸、
マースジャパンリミテッド、メルヴィータジャポン株式会社、森永製菓株式会社、
ユニリーバ・ジャパン・カスタマーマーケティング株式会社、ロート製薬株式会社

アスクル株式会社は多くのメーカーと協力して、売れ残った商品や未開封で返品された商品など、
従来やむなく各メーカーが処分していた商品を EC サイトで販売している。同 EC サイト上では、
各商品を販売することになった理由や販売によって廃棄削減できた数を示しており、顧客は購買
を通して自らが廃棄削減に貢献できたことを実感することができる。

三井住友海上火災保険株式会社
頻発化・甚大化する自然災害発生時に自治体に損害調査情報を提供することで、被災者の早期生
活再建という社会課題の解決を実現した。また、顧客のドライブレコーダーから得られる道路の
データをスタートアップ企業が開発したＡＩで解析し、道路の破損状況を自治体に提供しており、
道路点検や管理業務の効率化、ひいては顧客のみならず、道路利用者の安全確保にも寄与してい
る。
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令和４年度 内閣府特命担当大臣表彰

令和４年度 消費者庁長官表彰

ユニ・チャーム株式会社
聴覚障がいがある方の声をもとに「口元が見えるマスク」の開発や、東南アジアにおける子ど
ものデング熱感染を懸念する声をもとに「蚊を寄せ付けにくいニオイがする紙おむつ」を開発
するなど、様々な立場の消費者の声を商品開発にいかしている。
また、「資源循環型社会の実現」という社会課題の解決に向けて、使用済み紙おむつのパルプ
の一部を新たな紙おむつの吸収体に使用する水平リサイクルを世界で初めて実現。この取組に
おいては各家庭での使用済み紙おむつの洗浄や分別が不可欠であることから、そうした啓発を
通して消費者と共創して資源循環型社会の形成に取り組んでいる。



取組の具体例

参考情報

味の素株式会社
自社の強みであるアミノ酸の力を活かした減塩商品を通じ消費者の減塩意識や行動実態を把握。
減塩を「我慢するものから楽しむもの」へとイメージを覆すため情報発信やおいしい減塩レシピ
を提供し、行動変容を促している。また、行政・流通等と連携した啓発活動や産学での研究成果
発表等「減塩」を通じて健康寿命延伸を目指す取組となっている。

四国旅客鉄道株式会社
地元住民や自治体、企業、大学などと協働し、地元住民の方にとっては身近で当たり前な存在で
あった地域資源や文化資源を観光資源として発掘し、更に観光コンテンツ化することで、地域活
性化を目指している。

三信化工株式会社（代表事業者）、
いただきます.info

学校給食等の食器メーカーである三信化工株式会社は、いただきます.info とともに、自社ビジ
ネスを活かし、未使用食器製品の無償提供等、こども食堂をサポートする取組を実施し、子ども
の貧困問題という社会課題に向き合っている。また、取組を専門誌や学会で発表し、その普及を
促している。

アフラック生命保険株式会社
「がん」を単なる「病気」ではなく、当事者を取り巻く「状況」の問題と捉え、医療者だけでな
く、患者団体、学校、企業、行政機関などと協働して、がんに関するリテラシーの向上やがん患
者のサポートなど、幅広いがん患者やその家族の課題解決策を共創している。

明治安田生命保険相互会社
毎年の健康診断の結果に応じて顧客に対してキャッシュバックを行うなど、顧客の行動変容を促
すプロジェクトを通じて、健康寿命延伸という社会課題解決に取り組んでいる。また、地方自治
体や地域の団体とともに地域活性化や住民の生活課題解決を目指すプロジェクトを通じて、地方
創生にも取り組んでいる。
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現在の参加事業者、関連情報について

参考情報Chapter 6

消費者志向自主宣言・フォローアップ活動参加事業者及び取組内容

参考ウェブサイト

消費者庁ウェブサイトにある推進組織について 消費者志向経営推進組織の活動 | 消費者庁 (caa.go.jp)

ACAPが提供する推進ツール よくわかる消費者志向経営 – ACAP（エイキャップ）

消費者志向経営の推進 – ACAP（エイキャップ）

地方自治体の推進 消費者志向経営の推進｜徳島県ホームページ
(tokushima.lg.jp)

愛媛県庁／えひめ消費者志向おもいやり自主宣言につい
て (pref.ehime.jp)

消費者庁のHPに掲載しています。
コチラ

※2023年３月末時点 449事業者が自主宣言を行っています。

https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/consumer_oriented_management/propulsion_organization/
https://www.acap.or.jp/activity/consumer-oriented-management/wakaru/
https://www.acap.or.jp/activity/consumer-oriented-management/
https://www.pref.tokushima.lg.jp/ippannokata/kurashi/shohiseikatsu/5018315/
https://www.pref.ehime.jp/h15100/jishu_sengen/omoiyari_jishusengen.html
https://www.caa.go.jp/policies/policy/consumer_partnerships/consumer_oriented_management/businesses/list_001.html


消費者志向自主宣言に関する
お問い合わせ先

消費者志向経営推進組織事務局
g.shouhishashikou@caa.go.jp

第２版（2023年5月）
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